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１．調査概要 

（１） 目的 

     中小企業の生産性向上の取り組み状況および今後の計画等の実態について調査し、市内

中小企業のＩＴ化促進に有効な支援施策の検討・立案に活用する。 

 

（２） 調査対象 

姫路商工会議所会員企業５００社 

（業種が製造業の発送可能企業９８２社から抽出） 

 

（３） 調査期間 

平成２９年１０月３０日～平成２９年１１月１０日 

 

（４） 調査方法 

アンケート調査を調査対象５００社に対して郵送にて送付し、郵送・ＦＡＸ・Ｅメー

ルにて回収した。 

 

（５） 回答状況 

・ 発送数 ： ５００社 

・ 回答数 ： １５８社 

・ 回答率 ： ３２％ 

 

  （６）調査結果の見方 

集計した数値（％）は小数第一位を四捨五入し、整数値で表示している。そのため、

質問に対する回答の選択肢が一つだけの場合、選択肢の数値（％）を全て合計しても、

四捨五入の関係で１００％にならないことがある。ただし、「３．回答企業の属性」の

項の業種（中分類）事業所数は、小数第二位を四捨五入し、小数第二位まで表示してい

る。 

複数回答の場合には、回答者数を分母として割合（％）を計算しているため、各選択

肢の割合を合計すると１００％を超える。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



2 
 

２．調査結果要旨 

○業種が製造業の姫路商工会議所会員企業９８２社から５００社を抽出し、アンケート調査を

実施した。 

○調査票を送付した５００社のうち１５８社から回答を得た（回答率３２％）。 

○ＩＴの導入状況については、今回の調査では全体的に導入率が高い結果が得られた。企業規

模が大きい（従業員数が多い）ほど導入率が高い傾向が見られたが、「顧客管理」、「電子商取

引」の分野については、規模に完全には比例しておらず、業種別で導入率に違いが見られた。 

○従業員規模が大きいほど、想定する予算額が大きくなる傾向が見られた。従業員数が２０人

未満の小規模企業では、過半数の約５１％が予算額を１００万円未満と回答した。 

○ＩＴの必要性を感じないと回答した企業は約４％ほどであり、大半の企業がなんらかの形で

ＩＴを活用する必要性を感じている。 

○今後活用したい分野として、「生産・在庫管理」と回答した企業が２５件で最も多く、「顧客管

理」の２２件、「社内情報」の１７件と続く結果となった。 

○ロボットや IoT などの最新の IT を活用している企業が約２６％あった。活用している企業が

黒字である割合は、活用していない企業が黒字である割合と比べて１．５倍程度高かった。 

○行政に期待する支援では、約６割が「資金の補助」と回答している。「資金の補助」以外で

は、「活用事例の紹介」（約４５％）、「相談対応」（約３０％）、「社内人材の教育」（約２

９％）、「専門家の紹介・派遣」（約２７％）の回答が多かった。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＴ活用状況 20人以下 21人～50人 51人～100人 101人～300人 301人以上 全社平均

財務・会計 81% 86% 88% 94% 100% 85%

人事・給与 63% 83% 88% 94% 100% 76%

顧客管理 52% 79% 76% 67% 56% 63%

生産・在庫管理 50% 71% 76% 88% 90% 65%

電子商取引 48% 63% 56% 77% 70% 57%

社内情報共有 37% 65% 65% 93% 100% 57%

Ｅメール 99% 100% 94% 100% 100% 99%

ホームページ 66% 94% 94% 94% 100% 81%
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３．回答企業の属性 

（１） 業種別（中分類） 

・ 回答を得た企業のうち、「金属製品」が４４社（２７．８％）で最も多く、続いて「食

料品」の１４社（８．９％）、「電気機械」の１２社（７．６％）、「印刷」の１１社

（７．０％）と続く。それ以外の業種は１０社未満であり、全体的に様々な業種から

回答があった。 

 

【図表１．業種（中分類）事業所数】 

産業分類 
アンケート回答数 アンケート送付数 市内事業所数 

 構成比  構成比  構成比 

食料品 14 8.9% 45 9.0% 238 11.3% 

飲料・たばこ・飼料 1 0.6% 6 1.2% 31 1.5% 

繊維 4 2.5% 16 3.2% 72 3.4% 

木材・木製品 1 0.6% 9 1.8% 37 1.8% 

家具・装備品 1 0.6% 6 1.2% 74 3.5% 

パルプ・紙 2 1.3% 19 3.8% 46 2.2% 

印刷 11 7.0% 36 7.2% 146 6.9% 

化学 5 3.2% 28 5.6% 48 2.3% 

石油・石炭 1 0.6% 4 0.8% 14 0.7% 

プラスチック 4 2.5% 10 2.0% 57 2.7% 

ゴム製品 2 1.3% 4 0.8% 14 0.7% 

なめし革・毛皮 4 2.5% 30 6.0% 155 7.4% 

窯業・土石 2 1.3% 9 1.8% 50 2.4% 

鉄鋼業 6 3.8% 27 5.4% 93 4.4% 

非鉄金属 0 0.0% 14 2.8% 23 1.1% 

金属製品 44 27.8% 77 15.4% 300 14.2% 

はん用機械 8 5.1% 47 9.4% 127 6.0% 

生産用機械 7 4.4% 34 6.8% 174 8.3% 

業務用機械 1 0.6% 7 1.4% 28 1.3% 

電子・デバイス 3 1.9% 9 1.8% 22 1.0% 

電気機械 12 7.6% 27 5.4% 105 5.0% 

情報通信 0 0.0% 4 0.8% 11 0.5% 

輸送用機械 5 3.2% 13 2.6% 83 3.9% 

その他 13 8.2% 18 3.6% 125 5.9% 

製造業以外 7 4.4% 1 0.2% 34 1.6% 

※市内事業所数の出典:平成２４年経済センサス調査（基礎調査） 
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（２） 従業員数 

・ 従業員２０人以下の小規模な事業所が全体の４８％を占めている。 

 

【図表２．従業員数別事業所数の割合】 
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（３） 過去３年間の売上傾向 

・ 全社の平均では、増加傾向が３割程度、横ばいが５割程度、減少傾向が２割程度であ

った。 

・ 売上については、従業員数５０人を境に傾向が分かれる。 

・ 従業員５０人以内の事業所では２割程度が「増加傾向」である。 

一方、従業員５１人以上の事業所では４割以上が「増加傾向」であった。 

 

【図表３．従業員数別事業所の売上傾向】 

 
 

（４） 収支状況 

・ 全社の平均では、黒字が６割程度、トントンが３割程度、赤字が１割程度であった。 

・ 収支については、従業員数１００人を境に傾向が分かれるており、「黒字」と回答した

企業の割合は従業員１００人以内の事業所では６割程度であるのに対し、従業員１０

１人以上の事業所では９割に達している。 

 

【図表４．従業員数別事業所の収益状況】 
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（５） 情報システム担当者の有無 

・ 情報システム担当がいない企業の割合が３０％で最も高い。 

・ 従業委員数２０名以下の小規模な企業では、半数近い４７％が担当がいないと回答し

ている。 

 

【図表５．情報システム担当者の有無】 
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３０１人以上（９社）

専門部署がある 兼務の部署・担当者がいる 経営者が担当している 外部委託 ない
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４．生産性について 

（１） 自社の生産性の認識 

① 同業他社との比較 

・ 同業他社と比べて生産性が「高いと思う」が２５％、「思わない」が３６％、「分か  

らない」が３９％という結果になった。 

 

② 「生産性が高い」と思われた理由（複数回答） 

・ 多い順に、「製造現場の改善に積極的に取り組んでいる」および「他社にない技術

や製品がある」が２２件、「最新の設備を導入している」が１３件、「ＩＴを活用し

ている」が１０件となった。 

・ 「その他」には、「従業員のほとんどが多技能である」、「自身で業務分析を行って

いる」との意見があった。 

 

【図表６．自社の生産性の認識】 

 

 

【図表７．生産性が高いと思われた理由】 
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（２） 生産性を向上させるための課題（複数回答） 

・ 多い順に、「人材が採用・育成できない」が９９件、「設備投資の負担が大きい」が６

８件、「製造現場の改善が進まない」が５５件と続き、以降、「取引先からの値下げ要

求が厳しい」、「ＩＴ活用が進まない」となった。 

・ 「その他」では、「仕入価格の上昇」、「営業力」、「多品種少量生産の商品が多い」との

意見があった。 

 

【図表８．生産性を向上させるための課題】 
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５．ＩＴ活用について 

（１） ＩＴ活用分野 

① 財務・会計 

・ 平均導入率は８５％であり、従業員数が多いほど活用が進んでいる。 

・ 従業員数２０人以下の事業所では導入率８１％であったが、従業員数３０１人以上

の事業所では導入率１００％であった。 

② 人事・給与 

・ 平均導入率は７６％であり、従業員数が多いほど活用が進んでいる。 

・ 従業員数２０人以下の事業所では導入率６３％であったが、従業員数２１人以上の

事業所では導入率８０％以上であった。 

③ 顧客管理 

・ 平均導入率は６３％であり、従業員数との関連性は見られなかった。 

・ 業種により導入率に差が見られる。「はん用機械器具製造業」、「パルプ・紙・紙加

工品製造業」で導入率１００％であり、全社平均導入率を大きく上回っていた。 

④ 生産・在庫管 

・ 平均導入率は６５％であり、従業員数が多いほど活用が進んでいる。 

・ 従業員数２０人以下の事業所では導入率５０％であったが、従業員数３０１人以上 

の事業所では、導入率９０％であった。 

⑤ 電子商取引 

・ 平均導入率は５７％であり、従業員数との関連性は見られなかった 

・ 業種別では、「窯業・土石製品製造業」、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」

１００％、「電気機械器具製造業」８３％であり、平均導入率を大きく上回ってい

た。 

・ 従業員数ではなく、業種の違いにより、活用率は大きく異なる。 

⑥ 社内情報共有 

・ 平均導入率は５７％であり、従業員数が多いほど活用が進んでいる。 

・ 従業員数２０人以下の事業所では導入率３７％であったが、従業員数３０１人以上

の事業所では導入１００％であった。 

⑦ Ｅメール 

・ 平均導入率は９９％であり、ほぼ全ての事業所で活用されている。 

⑧ ホームページ 

・ 平均導入率は８１％であり、従業員数が多いほど活用が進んでいる。 

・ 従業員数２０人を境に導入率に大きな差が現れている。従業員数２１人以上の事業

所では導入率が９０％を超えているが、従業員数２０人以下の事業所では導入率は

６６％にとどまっている。 
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【図表９．従業員数別事業所のＩＴ活用分野】 

 

 

【図表１０．業種別のＩＴ活用分野】 
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（２） ＩＴ検討分野（複数回答） 

・ ＩＴ活用を検討したい分野として、多い順に、「生産・在庫管理」が２２件、「顧客管

理」が２１件、「社内情報共有」が１４件と続き、以下、「ホームページ」、「電子商取

引」、「財務・会計」、「人事・給与」となった。 

・ 「顧客管理」および「生産・在庫管理」については、事業所規模に関わらず一定のニ

ーズがあった。 

 

【図表１１．今後のＩＴ検討分野】 
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※「Ｅメール」については、検討先が無かったため省略。 



12 
 

（３） ＩＴ導入予算 

・ 従業員数が多い事業所程、ＩＴ導入予算は多い。 

・ 従業員数に関係なく、「予算についてはプロジェクト毎に変わる」との意見もあり、分

からないとの回答が３割程度あった。 

 

【図表１２．従業員数別事業所のＩＴ導入予算】 

 
 

（４） 期待する効果（複数回答） 

・ ＩＴ導入において期待する効果として多い順に、「業務の効率化」が１３４件「省力

化」が７８件、「コスト削減」が７５件と続き、以下、「会社・製品の情報発信」、「納

期短縮」、「品質の向上」という結果になった。 

・ 「ＩＴ導入の必要性を感じない」は５件であった。５件すべてが従業員数２０人以下

の小規模な事業所であった。 

・ 「その他」には、「業務の透明性」、「設備の安定稼働」、「顧客サービスの向上」との意

見があった。 

 

【図１３．ＩＴ導入において期待する効果】 
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5

5

36
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IT導入の必要性を感じない

品質の向上

納期短縮

会社・製品の情報発信
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省力化

業務の効率化
（件）
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（５） 相談相手（複数回答） 

・ ＩＴに関する相談相手として多い順に、「ＩＴ事業者」が９２件、「顧問税理士・会計

士」が４３件、「異業種の経営者」および「社内の人材」が２９件と続き、以下、「商

工会議所・商工会」、「同業者の経営者」、「金融機関」、「ＩＴコーディネータ」、「相談

相手がいない」「その他」という結果になった。 

・ 「その他」には、「情報処理機器購入業者」、「兵庫県機械技術研究会」、「親会社」、「関

連会社」、「身内」との意見があった。 

 

【図表１４．ＩＴに関する相談相手】 
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６．最新ＩＴ技術の取り組み 

（１） 活用状況 

・ 最新ＩＴ技術（ビッグデータ・ＩｏＴ・ＡＩ・ドローン・ロボット・ＦｉｎＴｅｃ

ｈ）の活用状況は、最も活用している割合が高い「ロボット」でも１５％にとどま

り、全体的に活用が進んでいない。 

・ 最新ＩＴ技術のいずれか一つ以上を活用しているという条件で見ると、１５８社のう

ち４１社（２６％）が活用している。 

・  

     【図表１５．最新ＩＴ技術の分野ごとの活用状況】 

 
（２） 今後活用したい技術（複数回答） 

・ 今後活用したい最新ＩＴ技術として、多い順に「ＡＩ」が５８件、「ロボット」が５２

件、「ＩｏＴ」が５１件と続き、以降、「ビッグデータ」、「ＦｉｎＴｅｃｈ」、「ドロー

ン」という結果になった。 

 

【図表１６．今後活用したい最新ＩＴ技術】 
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ＦｉｎＴｅｃｈ

活用している 関心あり 活用分野ない 関心がない

15

22

32

51

52

58

ドローン

ＦｉｎＴｅｃｈ
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７．行政および支援機関へ望むこと 

（１） 期待する支援（複数回答） 

・ 「資金の補助」が９５件と最も多く、続いて多かったのが「活用事例の紹介」の７１

件であった。 

・ 「相談対応」、「社内人材の教育」、「専門家の紹介・派遣」についても４０件以上とな

っている。 

 

【図表１７．行政および支援機関への期待】 

 

 

 

（２） 個別の意見 

・ ビッグデータ、ＩｏＴ、ＡＩ、ＦｉｎＴｅｃｈについては知識がなく分からない。 

・ 事例の紹介等の講習会・説明会へ行きたい。 

・ ロボットは投資額を回収できない。 

・ 製造現場に導入できるＩＴをもっと周知させるべき。 

・ 専門的な事がわからない為、現状でどのようなことができるかといった初歩的な相談

ができる先を紹介して欲しい。 

・ 情報交換の場の提供 
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８．兵庫県内市町の労働生産性 

市町村別の労働生産性は、内閣府の地域経済分析システム「RESAS」で確認することができ

る。RESAS の労働生産性（企業単位）の数値は、平成２４年経済センサス・活動調査結果をも

とに算出されたものである。 

姫路市の労働生産性は３６５万円であり、兵庫県（５３１万円）や神戸市（６８２万円）、尼

崎市（４６９万円）より低くなっている。また、播磨圏域連携中枢都市圏の８市８町内で比較し

ても、姫路市の労働生産性は低い結果が出ている。 

 

【図表１８．兵庫県各市町の労働生産性（製造業）】 

 
 

 

 

 

 

 

 

※出典：RESAS‐労働生産性（企業単位） 

姫路市 
3,651 千円 

宝塚市 
11,291 千円 

神戸市 
6,821 千円 

尼崎市 
4,690 千円 

兵庫県 
5,314 千円 
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【図表１９．兵庫県内の各市町の労働生産性】 
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※出典：RESAS‐労働生産性（企業単位） 
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９．他の調査との比較 

（１）比較対象調査 

①景気動向調査 特別調査（以下 特別調査と表記） 

実施時期 平成２８年６月 

実施主体 姫路商工会議所 

調査件数 対象：５，１７８件、回収：１，３３２件（うち製造業：２５５件） 

②生産性向上・ＩＣＴ活用状況に関するアンケート調査結果（以下 東商調査と表記） 

実施時期 平成２８年１２月 

実施主体 東京商工会議所 

    調査件数 対象：１０，０００件、回収：１，０８３件（うち製造業：２１２件） 

 

（２）調査対象 

調査名 回答数 
規模別件数（従業員数） 

1～5 6～20 21～50 51～100 101～300 301～ 

今回調査 158 13 63 37 17 17 11 

  8% 40% 23% 11% 11% 7% 

特別調査 255 80 95 42 20 11 7 

  31% 37% 17% 8% 4% 3% 

東商調査 1,083 257 343 217 124 86 56 

  24% 32% 20% 11% 8% 5% 

   ※東商調査の件数は、業種別の件数が公開されていないため全業種のもの 

 

【図表２０．回答企業の規模別割合】 
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（３）分野別 IT 活用状況の比較 

     今回の調査では、特別調査および東商調査と比較して全体的に導入率が高くなっている

が、従業員数５名以下の零細事業所の割合が小さかったことが要因であると推察される。 

     すべての調査において、最も導入率が高い項目が E メールで、「財務・会計」「ＨＰ」「人

事・給与管理」「生産・在庫管理」「顧客管理」「社内情報共有」の順に高くなっている。 

財務・会計分野で導入が進んでいる要因は、「５－（５）相談相手」の設問で「顧問の会

計士・税理士」の回答件数が２番目に多かったことから、顧問の会計士・税理士の助言や指

導によるものと推測される。 

 

【図表２１．活用分野別割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

E

メ
ー
ル※

財
務
・
会
計

H
P※ 人

事
・
給
与
管
理

生
産
・
在
庫
管
理

顧
客
管
理

社
内
情
報
共
有※

今回調査 特別調査 東商調査

※東商調査には「E メール」「HP」「社内情報共有」に該当する項目がなかった。 



20 
 

１０． 提言・提案 

（１） 生産性の向上について 

アンケート結果「４－（２）生産性を向上させるための課題」より、生産性を向上させるう

えで課題になっているのは、①人材の採用・育成、②設備投資負担の２点であると考えられ

る。 

人材の採用・育成の課題については、すでに姫路市のおいては企業説明会の開催や在職者

訓練に対する支援など関連施策に取り組まれているが、さらなる推進が必要と思われる。 

設備投資負担の課題については、補助制度や固定資産税の減免措置の拡充が望まれる。具

体的には、経済産業省が平成３０年度から計画している「中小企業の投資を後押しする大胆

な固定資産税の特例」に関して、税率を下限のゼロにすることが求められる。 

また、ＩＴ活用を課題と回答した企業の数が最も少なく、ＩＴの有効性が十分に理解され

ていない可能性がある。ＩＴ活用の普及・啓発に関する取り組みが求められる。 

 

【図表８．生産性を向上させるための課題（再掲）】 

 
 

（２） ＩＴ活用について 

アンケート結果「７－（１）行政や支援機関に期待する支援」より、「資金の補助」を希

望する企業が最も多く、約６０％に達する。続いて多いのが「活用事例の紹介」で約４５％

が期待する支援として回答している。また、「相談対応」「社内人材の教育」「専門家の紹

介・派遣」など専門人材に関する項目を回答した企業が一定数存在する。 

 

【図表１７．行政および支援機関への期待（再掲）】 
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① 補助金 

資金負担の重さがＩＴ活用の障害になっていると思われる。小規模な企業ほどＩＴの導入

が進んでおらず、小規模な企業が想定するＩＴ投資額は比較的少額（おおむね１００万円以

下）であることから、小規模企業が利用しやすい補助制度の整備が望まれる。 

平成３０年度に経済産業省が実施予定の「ＩＴ導入補助金」では、平成２９年度の内容と

比較して、１件あたりの補助金額を減らし、採択件数を増やす方向性が打ち出されている。

当所では、この機会を利用して１社でも多くの地元中小企業がＩＴ活用に取り組むことがで

きるように制度の周知を図るとともに活用を支援していく方針である。 

姫路市においては「ものづくりＩＴ推進化事業」が実施されているが、「ＩＴ導入補助金」

同様に小規模事業者にとっても利用しやすい制度になるよう同様の措置を取られることが望

まれる。 

 

【図表２２．従業員数が２０人以下の企業のＩＴ導入予算】 

 
 

② 活用事例の紹介 

ＩＴの活用方法をイメージできないことがＩＴ活用の障害になっていると思われる。 

すでに複数の組織・団体がＩＴ活用事例集を発行・公開している。まずは既存の資料の紹

介が取り組みやすい。また、地元企業でＩＴを活用している事例を発掘し、身近な事例とし

て紹介することも有効であると思われる。 

＜参考．ＩＴ活用事例集の例＞ 

・攻めのＩＴ経営中小企業百選 （経済産業省） 

 経済産業省では、平成２６年度から「攻めの IT 経営中小企業百選」を実施しており、選

攻めの分野での IT 利活用に積極的に取り組む中小企業を選定、取り組み内容を冊子にま

とめ公開している。平成２７年に３社、平成２８年に２７社、平成２９年に４０社の合

計１００社が選定されている。 

５０万円未満

23%

５０万円以上１００万円未満

28%

１００万円以上、３００万円未満

10%

３００万円以上

7%

分からない

32%
過半数の５１％が 

１００万円未満と回答 
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・ＩＴ活用事例集 （全国中小企業取引振興協会） 

     中小企業の取り組み事例として５社が紹介されており、いずれも従業員数が５０人未満

である。平成２５年３月に発行された。 

・ＩＴコーディネータ協会 活動事例（ＩＴコーディネータ協会） 

 ＩＴコーディネータ協会が過去に支援した事例がホームページにおいて紹介されている。

業種や規模は様々で、約５０社の企業が取り上げられている。 

・中小企業のＩＴ経営マガジン ＣＯＭＰＡＳＳ 

 インターネットサイト「ＣＯＭＰＡＳＳ」（運営は民間企業）において中小企業のＩＴ活

用事例が紹介されている。５０社以上の事例が取り上げられており、現在も更新中であ

る。 

 

③ 専門人材の不在を補完するための支援機関・専門家等による支援 

「相談対応・専門家の紹介」「社内人材の教育」「専門家の紹介・派遣」と回答した企業が

多いことから、中小企業は社内にＩＴ化に対応できる人材がおらず、外部の支援を必要と

している。また、当アンケート調査「５－（６）相談相手」の項目でＩＴ事業者と回答した

企業が図抜けて多かったことから、相談相手には専門的な知識が求められているものと推

察される。同項目において商工会議所と回答した企業が少ないのは、商工会議所には従来

ＩＴの専門知識を有する相談スタッフが配置されていなかったことが要因であると考えら

れる。商工会議所では、姫路ものづくり支援センター（姫路市と共同設置）に平成２９年度

より相談スタッフとしてＩＴコーディネータを配置しているが、中小企業の利用を促すた

めには潜在的ニーズを掘り起こすための取り組みも必要である。認知度の向上とさらなる

支援体制の強化が求められる。 

また、今回の調査では、現在ＩＴを導入していない企業のうち半数程度の企業が今後も

ＩＴを導入する予定がないと回答している。ＩＴ活用に関する啓発と潜在ニーズの掘り起

こしも重要であると考えられる。潜在ニーズを掘り起こすためには、支援機関の方から企

業に対して能動的に働きかける必要があるため、専任の人材を配置することが望ましい。 

 

【図表２３．ＩＴ未導入事業所の今後のＩＴ活用意思】 
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（３） 最新ＩＴ技術の活用について 

「最新ＩＴ技術の活用状況」と「売上傾向」の関係を見ると、最新ＩＴ技術を活用してい

る企業の方が、売上が増加傾向と回答した割合が高い。同様に「最新ＩＴ技術の活用状況」

と「収益状況」の関係を見ると、最新ＩＴ技術を活用している企業の方が、黒字と回答した

企業の割合が高い。 

一方で、最新ＩＴ技術について、今回調査したすべての分野において「活用分野がない」

「関心がない」と回答した企業の割合が過半数に達している。まずは最新ＩＴ技術に関する

啓発・情報提供の取り組みが必要であると考えられる。 

 

【図表２４．売上が増加傾向の企業の割合】 

 
 

【図表２５．収支が黒字の企業の割合】 
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活用している企業

活用していない企業

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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増加傾向 ３９％ 

増加傾向 ２６％ 

黒字 ５７％ 

黒字 ８０％ 



【従業員数】 【過去３年間の売上傾向】 【収支状況】
（１）目的:生産性向上の取組状況および今後の計画等について調査し、 【業種】
　　　　　　　　　中小企業のIT化促進に有効な支援施策の検討に活用する。
（２）調査対象:姫路商工会議所会員企業５００社（製造業）
（３）回答数:１５８社（回収率３２％）
（４）調査期間:平成２９年１０月３０日～平成２９年１１月１０日
（５）調査方法:アンケートを５００社に郵送。郵送・ＦＡＸ等にて回収
（６）主な調査項目:
　　①過去３年間の売上傾向、直近の収支状況
　　②生産性の認識と課題　　　　　　　　　 　
　　③ＩＴ活用状況（活用分野、関心度、予算、相談相手等）

②今後の導入検討分野
　①認識・取り組み内容 ①活用状況

・一部を除き、全体的に従業員数が多い事業所ほどＩＴ活用率が高い。
・「生産・在庫管理」、「顧客管理」については、今後の関心が高い分野である。

③導入予算

　②生産性向上の課題（複数回答）

　④IT導入で期待する効果
・最新ＩＴ技術を活用している事業所の方が、売上「増加傾向」、 ・資金の補助以外に、「活用事例の紹介」、「相談対応」、「社内
　収支状況「黒字」との回答割合が高い。 　人材の教育」といった支援を期待している事業所が多い。

 ①過去３年間の売上傾向　「増加傾向」の回答率

②直近の収支状況　「黒字」の回答率

平成２９年度　姫路市内企業の生産性及びＩＴ活用状況に関するアンケート調査（概要版）
平 成 ３ ０ 年 ３ 月
姫 路 商 工 会 議 所
姫 路 経 済 研 究 所

１．調査概要 ２．回答企業の属性

食料品

製造業

8%

印刷・同関

連業 6%

金属製品製

造業 23%機械器具

製造業

8%

電気機械器具

製造業 6%

その他の

製造業

25%

製造業

以外

4%

２０人以下（７６

社）

48%

２１人～５０人（３

７社） 23%

５１人～１００人（１

７社） 11%

１０１人～３００

人（１７社）

11%

３０１人以上（１１

社）

7%
増加傾向

30%

横這い

52%

減少傾向

19%

黒字

63%

トントン

28%

赤字

9%

３．生産性

高いと思う

25%

思わない

36%

分からない

39%

13
29

36
55

68
99

その他

ＩＴ活用が進まない

取引先からの値下げ要求が厳しい

製造現場の改善が進まない

設備投資の負担が大きい

人材が採用・育成できない
（件数）

４．ＩＴ活用状況

活用している企業

26%

活用していない企業

74%

５－１．最新ＩＴ活用

41%
26%

活用している
活用していない

80%
57%

活用している

活用していない

６．行政・支援機関への期待

4
24

42
46
48

71
95

その他

ＩＴ事業者の紹介

専門家の紹介・派遣

社内人材の教育

相談対応

活用事例の紹介

資金の補助
（件）

５－２．売上傾向・収支状況

2

10

13

22

22

0 10 20 30

その他

ＩＴを活用

最新設備を導入

他に無い製品・技術

積極的な現場改善取組

（件）

理由

（参考資料１）
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ＩＴ活用状況に関するアンケート調査 アンケート調査票 

【FAX:０７９－２８８－００４７（姫路商工会議所 中小企業相談所 行）】 

 

Ⅰ．貴社の概要・状況についてご記入ください。 

(1) 企業・団体名  

(2) ご回答者 部署名／役職  

氏 名  

ＴＥＬ  

E-mail  

(３) 業種（中分類） 

※上記(3)で「１．製造業」を選択 

された方のみ、該当する番号１つに○ 

１．食料品製造業       ２．飲料・たばこ・飼料製造業 

３．繊維工業         ４．木材・木製品製造業 

５．家具・装備品製造業     ６．パルプ･紙･紙加工品製造業 

６．印刷・同関連業      ７．化学工業 

８．石油製品・石炭製品製造業 ９．プラスチック製品製造業  

１０．ゴム製品製造業    １１．なめし革・同製品・毛皮製造業 

１２．窯業・土石製品製造業 １３．鉄鋼業 

１４．非鉄金属製造業    １５．金属製品製造業 

１６．はん用機械器具製造業 １７．生産用機械器具製造業   

１８．業務用機械器具製造業  

１９．電子部品・デバイス・電子回路製造業 

２０．電気機械器具製造業  ２１．情報通信機械器具製造業 

２２．輸送用機械器具製造業 

２３．その他の製造業 

（                        ） 

２４．製造業以外 

  （                        ） 

(４) 従業員数 

※平成２９年４月現在 
 

(５) 過去３年間の売上傾向 １．増加傾向   ２．横這い     ３．減少傾向 

(６) 収支状況 １．黒字     ２．収支トントン  ３．赤字 

(７) 情報システム担当者の有無 １．専門部署がある     ２．兼務の部署・担当者がいる 

３．経営者が担当している  ４．外部委託 

５．ない 

 

 

 

（参考資料２） 
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Ⅱ－１．同業他社と比べて貴社の生産性は高いと思いますか。該当する選択肢１つに〇をつけて

ください。 

１．高いと思う   ２．思わない（→設問Ⅲへ）  ３．わからない（→設問Ⅲへ） 

 

Ⅱ－２．上記Ⅱ－１の設問で「１．高いと思う」と回答された方に伺います。 

なぜそのように思いますか。該当する選択肢すべてに○をつけてください。 

１．最新の設備を導入している   ２．他社にない技術や製品がある 

３．ＩＴを活用している      ４．製造現場の改善に積極的に取り組んでいる 

５．その他（                                   ） 

 

Ⅲ．生産性を向上させるために課題となる要素は何ですか。該当する選択肢すべてに○をつけて

ください。 

１．人材が採用・育成できない     ２．設備投資の負担が大きい 

３．ＩＴ活用が進まない        ４．製造現場の改善が進まない 

５．取引先からの値下げ要求が厳しい 

６．その他（                                   ） 

 

Ⅳ－１．貴社内においてＩＴを活用している分野と導入に時期について、該当する箇所すべてに

○をつけてください。 

活用分野 

導入時期 

導入している 

（３年以内） 

導入している 

（10 年以内） 

１０年以上前

に導入した 

未導入だが、

導入したい 

未導入で、

予定もない 

財務・会計      

人事・給与      

顧客管理      

生産・在庫管理      

電子商取引      

社内情報共有      

Ｅメール      

ホームページ      

                                  

Ⅳ－２．貴社でＩＴを導入される場合、予算はどの程度の規模を想定されていますか。該当する

選択肢１つに〇をつけてください。 

１．５０万円未満           ２．５０万円以上、１００万円未満 

３．１００万円以上、３００万円未満  ４．３００万円以上   ５．わからない 
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Ⅴ．ＩＴの導入によりどのような効果を期待されますか。該当する選択肢すべてに○をつけてく

ださい。 

１．省力化   ２．コスト削減  ３．業務の効率化  ４．会社・製品の情報発信 

５．納期短縮  ６．品質の向上  ７．ＩＣＴ導入の必要性を感じない 

その他（                                 ） 

 

Ⅵ．ＩｏＴやＡＩなど最新のＩＴ技術の活用状況について、該当する箇所すべてに○をつけてく

ださい。 

項目 
すでに活用して

いる 

関心があり、今

後活用したい 

自社に活用でき

る分野がない 
関心がない 

ビッグデータ 
    

ＩｏＴ 
    

ＡＩ 
    

ドローン 
    

ロボット 
    

ＦｉｎＴｅｃｈ 
    

 

Ⅶ．ＩＴに関して相談する場合、誰に相談しますか。該当する選択肢すべてに○をつけてくださ

い。 

１．商工会議所・商工会    ２．金融機関      ３．顧問の税理士・会計士 

４．ＩＴコーディネーター   ５．ＩＴ事業者     ６．同業種の経営者   

７．異業種の経営者      ８．社内の人材     ９．相談相手がいない 

10．その他（                                   ） 

 

Ⅷ．ＩＴ活用に取り組む場合、行政や支援機関にどのような支援を期待されますか。該当する選

択肢すべてに○をつけてください。 

１．資金の補助        ２．相談対応      ３．活用事例の紹介 

４．専門家の紹介・派遣    ５．社内人材の教育   ６．ＩＴ事業者の紹介 

７．その他（                                   ） 

 

Ⅸ．その他、ご意見ご要望等がありましたら、ご自由にご記入ください。 

 

 

 

 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

姫  路  商  工  会  議  所 

姫 路 経 済 研 究 所 

 

〒670-8505 姫路市下寺町 43 番地 

Ｔ Ｅ Ｌ  0 7 9  -  2 2 3  -  6 5 5 5 

Ｆ Ａ Ｘ  0 7 9  -  2 8 8  -  0 0 4 7 

 


